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令和５年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査 

結果の概要 
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令和５年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査 結果の概要

○ 調査の目的

次期報酬改定に向け、障害福祉サービス等報酬改定検討チームにおいて検討がなされた事項や、令和３年度報酬改定の
効果検証に必要な事項等について調査を行い、実態を把握することを目的とする。

○ 調査の概要

○ 調査の方法等

調査実施時期：令和５年７月～９月

標本抽出方法：調査の対象となるサービスの事業所・施設について、無作為抽出または調査目的に応じた層化抽出を

行い、調査対象を選定した。

調 査 名 調 査 項 目

補足給付又は医療型個別減免の経過措置に関する実態調査
自治体調査：支給決定者数、補足給付・医療型個別減免の支給件数・支給額 等
利用者調査：利用者の属性、利用者世帯における収入・支出の状況（20歳以上本人世帯、20歳未満保護者

世帯）、暮らしの状況、暮らしぶりの変化 等

障害福祉現場における医療機関との感染対策の連携の実態に関す
る調査

施設・事業所の基本情報（設立時期、経営主体、職員数、利用者数等）、協力医療機関の状況、感染症対策
等の体制整備の状況、新型コロナウイルス感染症の緊急時における対応状況 等

就労系障害福祉サービスの実態に関する調査
事業所の基本情報（設立時期、経営主体、職員数、利用者数等）、基本報酬の算定（選択）状況、就労移行
支援・就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型の事業実施状況、就労定着支援の実施状況、施設外支援の状況、
退所者の一般就労等への移行状況 等

虐待防止対策及び身体拘束廃止の取組実施状況に関する調査 施設・事業所の基本情報（設立時期、経営主体、職員数、利用者数等）、虐待防止の取組状況、身体拘束の
適正化にむけた体制整備の取組状況、身体拘束の実施事例の状況 等

強度行動障害に対する支援の取組実施状況に関する調査 事業所の基本情報（設立時期、経営主体、職員数、利用者数等）、強度行動障害支援者養成研修修了者等
の配置状況、強度行動障害者への対応状況、強度行動障害のある利用者の状況 等

障害児通所支援事業所の実態に関する調査
事業所の基本情報（設立時期、経営主体、職員数、利用者数等）、各種加算算定の状況、医療的ケア児の受
け入れ状況、医療的ケアの必要な利用者の状況、強度行動障害児の受け入れ状況、強度行動障害のある利用者
の状況 等

障害児入所施設の各種加算の取得、実施状況に関する調査
施設の基本情報（設立時期、職員数、利用者数、居室の状況、建物形態等）、小規模グループケアの状況、入
院・外泊の状況、自活訓練や地域移行支援等の状況、重度障害児等の受け入れ状況、強度行動障害児の受け
入れ状況 等

 
 

○20歳未満の障害児入所施設・障害者支援施設に入所している障害児者を対象に講じている負担軽減措置（補足給付）及び療養介護・医療型
障害児入所施設における医療費の負担軽減措置（医療型個別減免）については、現在、低所得者世帯等について、経過措置として、さらに軽
減額を拡大している。これらの経過措置については令和６年３月31日を期限としているが、今後の取扱いを検討するため、経過措置対象者を
含めた補足給付対象者及び医療型個別減免対象者の生活状況等について調査するもの。

１．調査目的

１．補足給付又は医療型個別減免の経過措置に関する実態調査（結果概要）

○自治体調査：都道府県・市町村1,788（全数）
○利用者調査：施設入所支援（経過措置対象の20歳未満のみ）、福祉型障害児入所施設、療養介護、医療型障害児入所施設の利用者（支給決
定をしている自治体が対象者を抽出・調査票送付）

２．調査対象等

○都道府県・市町村に、補足給付（20歳未満）の支給額を聞いたところ、令和５年５月で、施設入所支援で１件あたりの支給額3.0万円、福祉
型障害児入所施設で１件あたりの支給額4.1万円となっている。また、医療型個別減免の減免額については、療養介護で１件あたりの減免額
4.9万円、医療型障害児入所施設で１件あたりの減免額3.1万円となっている。

○利用者の世帯収入は、20歳未満（保護者世帯）で補足給付の対象者では、平均319,600円（経過措置該当者299,688円、非該当者386,230
円）、20歳未満（保護者世帯）で医療型個別減免の対象者では、平均368,368円（経過措置該当者310,527円、非該当者500,575円）、20
歳以上（本人世帯）で医療型個別減免の対象者では、平均92,871円（経過措置該当者91,974円、非該当者98,564円）となっている。

○利用者の世帯の平均収入と平均支出（施設関係支出、施設関係以外の支出、税金・社会保険料の合計）から収支差を見ると、いずれもプラ
ス（収入＞支出）となっている。収支差率は、20歳未満（保護者世帯）で補足給付の対象者では、経過措置の該当者・非該当者でほぼ同じ、
20歳未満（保護者世帯）で医療型個別減免の対象者では経過措置の非該当者、20歳以上（本人世帯）で医療型個別減免の対象者では該当者
で収支差率のやや高い傾向が見られるが、それほど大きな差はない。

○現在の暮らしの状況（家計の状況）について聞いたところ、20歳未満（保護者世帯）で補足給付の対象者では、「余裕がない」が比較的多
く、20歳未満（保護者世帯）で医療型個別減免の対象者、20歳以上（本人世帯）で医療型個別減免の対象者はいずれも「ふつう」が多く
なっている。

３．調査結果のポイント

送付数 回収数 回収率 有効回答数 有効回答率

自治体調査 1,788 1,019 57.0% 1,019 57.0%

利用者調査 2,573 1,073 41.7% 997 38.7%
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（１） 補足給付・医療型個別減免の支給額等、利用者の世帯収入

○都道府県・市町村に、補足給付（20歳未満）の支給額を聞いたところ、令和５年５月で、施設入所支援で１件あたりの支給額3.0万円、福祉型障害児
入所施設で１件あたりの支給額4.1万円となっている。また、医療型個別減免の減免額については、療養介護で１件あたりの減免額4.9万円、医療型障
害児入所施設で１件あたりの減免額3.1万円となっている。

○利用者の世帯収入は、20歳未満（保護者世帯）で補足給付の対象者では、平均319,600円（経過措置該当者299,688円、非該当者386,230円）、20
歳未満（保護者世帯）で医療型個別減免の対象者では、平均368,368円（経過措置該当者310,527円、非該当者500,575円）、20歳以上（本人世帯）
で医療型個別減免の対象者では、平均92,871円（経過措置該当者91,974円、非該当者98,564円）となっている。

補足給付・医療型個別減免の支給件数及び支給・減免額
（令和５年５月）

補足給付又は医療型個別減免の経過措置に関する実態調査（結果概要）

（単位：円） 20歳未満（保護者世帯）
負担軽減措置の種別 補足給付
経過措置の該当別 全体 [n=113] 該当 [n=87] 非該当 [n=26]

給与、報酬、賃金、工賃など働いて得た収入 261,367 245,421 314,725
障害基礎年金・障害厚生年金 1,028 0 4,467
補足給付 44,528 47,804 33,566
生活保護費 3,098 0 13,464
年金生活者支援給付金 0 0 0
その他の公的手当、年金、給付金等 7,274 4,847 15,394
その他の収入（仕送り等） 2,306 1,615 4,615
収入合計 319,600 299,688 386,230

（単位：円） 20歳未満（保護者世帯）
負担軽減措置の種別 医療型個別減免
経過措置の該当別 全体 [n=46] 該当 [n=32] 非該当 [n=14]

給与、報酬、賃金、工賃など働いて得た収入 349,208 286,933 491,550
障害基礎年金・障害厚生年金 0 0 0
補足給付 0 0 0
生活保護費 1,138 0 3,740
年金生活者支援給付金 0 0 0
その他の公的手当、年金、給付金等 6,391 6,875 5,286
その他の収入（仕送り等） 11,630 16,719 0
収入合計 368,368 310,527 500,575

（単位：円） 20歳以上（本人世帯）
負担軽減措置の種別 医療型個別減免
経過措置の該当別 全体 [n=617] 該当 [n=533] 非該当 [n=84]

給与、報酬、賃金、工賃など働いて得た収入 728 439 2,561
障害基礎年金・障害厚生年金 75,648 76,657 69,240
補足給付 0 0 0
生活保護費 0 0 0
年金生活者支援給付金 4,155 4,209 3,816
その他の公的手当、年金、給付金等 11,695 9,947 22,789
その他の収入（仕送り等） 645 722 158
収入合計 92,871 91,974 98,564

世帯収入額（令和５年５月の１か月分）

補足給付
（単位：件、万円、万円/件） 回答自治体 [n=1,010]

支給（請求）認定
合計件数（件）

支給額合計
（万円）

１件あたり
支給額

（万円/件）
施設入所支援 403 1,225 3.0

うち、20歳未満・一般１ 147 518 3.5
福祉型障害児入所施設 694 2,839 4.1

うち、20歳未満・一般１（障害児） 548 2,248 4.1
うち、20歳未満・一般１（18・19歳） 14 67 4.8

※施設入所支援の補足給付の件数・支給額は、利用者が20歳未満の場合のみ（20歳以上は含まない）

医療型個別減免
（単位：件、万円、万円/件） 回答自治体 [n=1,010]

支給（請求）認定
合計件数（件）

減免額合計
（万円）

１件あたり減免額
（万円/件）

療養介護 8,249 40,590 4.9
うち、20歳未満・一般１（障害児） 2 13 6.4
うち、20歳未満・一般１（18・19歳） 83 649 7.8
うち、20歳以上・低所得２ 6,834 32,755 4.8
うち、20歳以上・低所得１ 897 4,756 5.3

医療型障害児入所支援 617 1,938 3.1
うち、20歳未満・低所得２（障害児） 82 326 4.0
うち、20歳未満・低所得２（18・19歳） 2 6 3.1
うち、20歳未満・低所得１（障害児） 75 293 3.9
うち、20歳未満・低所得１（18・19歳） 0 0 -

 
 

（２） 利用者の世帯の収支の状況、暮らしの状況

○利用者の世帯の平均収入と平均支出（施設関係支出、施設関係以外の支出、税金・社会保険料の合計）から収支差を見ると、いずれもプラス（収入＞
支出）となっている。収支差率は、20歳未満（保護者世帯）で補足給付の対象者では、経過措置の該当者・非該当者でほぼ同じ、20歳未満（保護者世
帯）で医療型個別減免の対象者では経過措置の非該当者、20歳以上（本人世帯）で医療型個別減免の対象者では該当者で収支差率のやや高い傾向が見
られるが、それほど大きな差はない。

○現在の暮らしの状況（家計の状況）について聞いたところ、20歳未満（保護者世帯）で補足給付の対象者では、「余裕がない」が比較的多く、20歳未
満（保護者世帯）で医療型個別減免の対象者、20歳以上（本人世帯）で医療型個別減免の対象者はいずれも「ふつう」が多くなっている。

現在の暮らしの状況（家計の状況）

補足給付又は医療型個別減免の経過措置に関する実態調査（結果概要）
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（単位：円） 20歳未満（保護者世帯）
負担軽減措置の種別 補足給付

経過措置の該当別 全体 [n=113] 該当 [n=87] 非該当 [n=26]

収入 319,600 299,688 386,230
支出 159,020 148,932 192,776
収支差 160,580 150,755 193,455
収支差率 50.2% 50.3% 50.1%

（単位：円） 20歳未満（保護者世帯）
負担軽減措置の種別 医療型個別減免

経過措置の該当別 全体 [n=46] 該当 [n=32] 非該当 [n=14]

収入 368,368 310,527 500,575
支出 185,212 162,126 237,980
収支差 183,155 148,400 262,595
収支差率 49.7% 47.8% 52.5%

（単位：円） 20歳以上（本人世帯）
負担軽減措置の種別 医療型個別減免

経過措置の該当別 全体 [n=617] 該当 [n=533] 非該当 [n=84]

収入 92,871 91,974 98,564
支出 48,034 46,808 55,815
収支差 44,837 45,166 42,750
収支差率 48.3% 49.1% 43.4%

世帯収支（令和５年５月の１か月分）
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○新型コロナウイルス感染症の流行後、障害者支援施設が協力医療機関等と連携して、どのように感染対策及び感染者等に対する医療・障害
福祉サービス等の提供を行ってきたのか、その実態を明らかにするための調査研究を行い、今後の施策への提言をすることを目的とする。

２．障害福祉現場における医療機関との感染対策の連携の実態に関する調査（結果概要）

○全国の障害者支援施設、共同生活援助事業所（グループホーム）（計13,985施設・事業所）から、1,000施設・事業所を無作為抽出

○調査対象施設・事業所の「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会」（感染対策委員会）の設置状況は、
「設置している」が74.6%となっている。また、感染防止対策の担当者の配置状況は、「専任ではないが感染防止対策の担当者を決めてい
る」が69.3%となっている。グループホームでは、障害者支援施設に比べて、設置・配置のない割合が比較的多く見られる。

○業務継続計画（ＢＣＰ）の作成状況は、「感染症に係る業務継続計画を作成している」が61.7%となっている。グループホームでは、障害
者支援施設に比べて「作成していない」割合が多い。

○新型コロナウイルス感染症の感染対策に関し、外部専門家による実地指導や研修を受けたことがあるかどうかを聞いたところ、「ある」が
59.1%となっている。

○令和２年１月～令和５年４月の期間における新型コロナウイルス感染症の陽性者について、入所者・入居者で87.2%、職員で92.1%の施
設・事業所が「発生した」と回答している。また、陽性者のクラスター発生状況は74.0%となっている。

○新型コロナウイルス感染症の流行期間中における職員体制の確保状況は、「必要とする職員数は常に確保できていた」が52.1%、「必要と
する職員数が確保できていない時期があった」が45.1%となっている。グループホームでは「常に確保できていた」割合が多くなっている。

○新型コロナウイルス感染症の感染対策で、平時からの準備として特に重要と感じるものは、人員、施設内における体制では「職員間の感染
拡大時等の勤務調整・体制構築」や「入院が必要と判断した入所者を受け入れる医療機関の確保」、感染防止策に関する知識では「サービス
提供を継続する上で必要な感染予防策」や「ゾーニング（区域を分ける）の実施方法」等が多く挙げられている。また、緊急時に備えて連携
を強化しておくことが必要と思われる機関として、「協力医療機関」や「保健所」が多く挙げられている。

１．調査目的

２．調査対象等

３．調査結果のポイント

送付数 休廃止等 客体数 回収数 回収率 有効回答数 有効回答率

1,000 3 997 663 66.5% 658 66.0%

 
 

（１） 感染症対策等の体制整備の状況

○調査対象施設・事業所の「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会」（感染対策委員会）の設置状況は、「設置して
いる」が74.6%となっている。また、感染防止対策の担当者の配置状況は、「専任ではないが感染防止対策の担当者を決めている」が69.3%となって
いる。グループホームでは、障害者支援施設に比べて、設置・配置のない割合が比較的多く見られる。

○業務継続計画（ＢＣＰ）の作成状況は、「感染症に係る業務継続計画を作成している」が61.7%となっている。グループホームでは、障害者支援施設
に比べて「作成していない」割合が多い。

○新型コロナウイルス感染症の感染対策に関し、外部専門家による実地指導や研修を受けたことがあるかどうかを聞いたところ、「ある」が59.1%と
なっている。

感染対策委員会の設置状況

障害福祉現場における医療機関との感染対策の連携の実態に関する調査（結果概要）

74.6 

79.3 

46.2 

24.6 

20.4 

50.5 3.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

設置している 設置していない 無回答

感染防止対策の担当者の配置状況

7.4 

8.0 

4.3 

69.3 

72.7 

48.4 

17.2 

14.7 

32.3 

6.1 

4.6 

15.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

感染防止対策の担当者を専任で配置している
専任ではないが感染防止対策の担当者を決めている
担当者を決めていない
無回答

業務継続計画（ＢＣＰ）の作成状況

外部専門家による実地指導や研修の実施状況

61.7 

64.8 

43.0 

36.0 

32.9 

54.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

感染症に係る業務継続計画を作成している 感染症に係る業務継続計画を作成していない 無回答

59.1 

64.1 

29.0 

38.9 

34.3 

66.7 4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

ある ない 無回答
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（２） 新型コロナウイルス感染症の緊急時における対応等①

○令和２年１月～令和５年４月の期間における新型コロナウイルス感染症の陽性者について、入所者・入居者で87.2%、職員で92.1%の施設・事業所が
「発生した」と回答している。また、陽性者のクラスター発生状況は74.0%となっている。

○新型コロナウイルス感染症の流行期間中における職員体制の確保状況は、「必要とする職員数は常に確保できていた」が52.1%、「必要とする職員数
が確保できていない時期があった」が45.1%となっている。グループホームでは「常に確保できていた」割合が多くなっている。

障害福祉現場における医療機関との感染対策の連携の実態に関する調査（結果概要）

新型コロナウイルス感染症の陽性者発生状況
（入所者・入居者）

新型コロナウイルス感染症の陽性者発生状況
（職員）

新型コロナウイルス感染症の陽性者の
クラスター発生状況

87.2 

88.8 

77.4 

12.5 

10.8 

22.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

発生した 発生していない 無回答

92.1 

95.0 

74.2 

7.6 

4.6 

25.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

発生した 発生していない 無回答

74.0 

81.4 

29.0 

25.7 

18.2 

71.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

発生した 発生していない 無回答

新型コロナ流行期間中における職員体制の確保状況

52.1 

49.4 

68.8 

45.1 

49.0 

21.5 9.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=658]

障害者支援施設 [n=565]

グループホーム [n=93]

必要とする職員数は常に確保できていた
必要とする職員数が確保できていない時期があった
無回答

 
 

（３） 新型コロナウイルス感染症の緊急時における対応等②

○新型コロナウイルス感染症の感染対策で、平時からの準備として特に重要と感じるものは、人員、施設内における体制では「職員間の感染拡大時等の
勤務調整・体制構築」や「入院が必要と判断した入所者を受け入れる医療機関の確保」、感染防止策に関する知識では「サービス提供を継続する上で必
要な感染予防策」や「ゾーニング（区域を分ける）の実施方法」等が多く挙げられている。また、緊急時に備えて連携を強化しておくことが必要と思わ
れる機関として、「協力医療機関」や「保健所」が多く挙げられている。

障害福祉現場における医療機関との感染対策の連携の実態に関する調査（結果概要）

平時からの準備として必要だと感じていること〔複数回答〕

【感染防止策に関する知識】

緊急時に備えて連携を強化しておくことが必要と
思われる機関〔複数回答〕

25.2 

77.4 

59.3 

40.7 

22.6 

30.5 

56.8 

17.5 

42.9 

1.4 

24.2 

78.1 

60.0 

40.4 

22.7 

29.4 

57.5 

16.6 

43.5 

1.4 

31.2 

73.1 

54.8 

43.0 

22.6 

37.6 

52.7 

22.6 

38.7 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

診察する医師の確保

職員間の感染拡大時等の勤務
調整・体制構築

入院が必要と判断した入所者を
受け入れる医療機関の確保

発症者への有効な治療方法・対
応方法に対する知識

症状の変化時の保健所等への連
絡・報告フロー

利用者の心身の状態への影響に
関する知識・対応方法

職員間の情報共有

自治体との連携方法

対応する職員の心身の状態への
影響に関する知識・対応方法

無回答

62.9 

59.7 

48.0 

36.3 

28.0 

11.6 

63.0 

63.2 

49.9 

35.0 

27.4 

10.6 

62.4 

38.7 

36.6 

44.1 

31.2 

17.2 

0% 20% 40% 60% 80%100%

サービス提供を継続する上で必
要な感染予防策

ゾーニング（区域を分ける）の
実施方法

コホーティング（隔離）の実施
方法

利用者・入所者の健康観察の
方法

職員の健康観察の方法

無回答

全体 [n=658]
障害者支援施設 [n=565]
グループホーム [n=93]

66.7 

44.8 

19.5 

82.8 

5.0 

49.8 

5.6 

18.4 

11.2 

4.6 

51.4 

2.3 

1.2 

68.0 

45.8 

20.0 

84.8 

5.0 

49.6 

1.6 

17.9 

10.3 

3.9 

54.2 

2.1 

0.9 

59.1 

38.7 

16.1 

71.0 

5.4 

51.6 

30.1 

21.5 

17.2 

8.6 

34.4 

3.2 

3.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

都道府県・市町村

消防署（救急）

協力医療機関

医師会

近隣の医療機関（協力医療機関を除く）

訪問看護ステーション

近隣の障害福祉サービス事業所

近隣の薬局

民間の救急搬送事業者

衛生用品の供給事業者

その他

無回答
全体 [n=658]
障害者支援施設 [n=565]
グループホーム [n=93]

【人員、施設内における体制】
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○就労系障害福祉サービスにおける支援内容等の実態を把握し、今後の施策の見直しに向けた基礎資料を得ることを目的とする。

３．就労系障害福祉サービスの実態に関する調査（結果概要）

○全国の就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型の事業所（計22,469事業所）から、2,000施設を無作為抽出

○事業所における各種体制整備の状況として、「多様な障害特性の利用者を受け入れるための体制整備、職員の知識・技術の向上」と「利用
時間が少ない（毎日の通所が難しい）、利用が不安定・不定期（休みが多い）等の利用者に対応した訓練メニューや活動プログラムの作成・
研究」が比較的多く挙げられており、特に就労移行支援の事業所でこれらの体制整備を行っているところが多く見られる。

○就労移行支援における新規サービス利用者について、１事業所あたりの平均で見ると、令和３年度では、新規サービス利用者の合計9.7人の
うち、一般就労をしていた者が2.9人、在宅の者が3.1人となっている。令和４年度では、合計10.5人のうち、一般就労をしていた者が3.5人、
在宅の者が3.1人となっている。

○就労継続支援Ａ型の令和５年度の基本報酬区分の届出内容は、「労働時間」のスコア（１日の平均労働時間）は、「４時間以上４時間30分
未満：40点」が多く、「生産活動」のスコア（前年度及び前々年度における生産活動収支の状況）は、「前年度及び前々年度、生産活動収支
が、利用者に支払う賃金の総額未満である：５点」と「前年度及び前々年度、生産活動収支が、利用者に支払う賃金の総額以上である：40
点」がほぼ同割合となっている。

○就労継続支援Ｂ型の令和５年度の基本報酬区分の選択は、「就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）」が89.6%、「就労継続支援Ｂ型サービス
費（Ⅱ）」が4.2%、「就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅲ）」が2.2%、「就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅳ）」が0.4%となっている。また、
サービス費（Ⅲ）（Ⅳ）を選択した事業所の理由としては、「就労の多様性や地域協働等を重視した事業（必ずしも工賃にはつながらない）
を行っているため」「生産性向上や販路拡大など工賃向上への取組が難しいため」の回答が多くなっている。

○調査対象サービスの事業所における施設外支援の実施状況は、「実施していない」が45.5%、「実施している（該当者あり）」が26.4%、
「実施している（該当者なし）」が10.4%となっている。就労移行支援の事業所で実施が比較的多くなっている。

○調査対象サービスの事業所における退所者（サービス利用終了者）の人数は、１事業所あたりの平均で令和３年度は就労移行支援8.0人、就
労継続支援Ａ型2.9人、就労継続支援Ｂ型1.7人、令和４年度は就労移行支援9.2人、就労継続支援Ａ型3.7人、就労継続支援Ｂ型2.0人となっ
ている。移行先別では就労移行支援の「一般就労（特例子会社以外）」が多くなっている。

１．調査目的

２．調査対象等

３．調査結果のポイント

送付数 休廃止等 客体数 回収数 回収率 有効回答数 有効回答率

2,000 5 1,995 1,027 51.5% 1,020 51.1%

 
 

（１） 体制整備の状況・就労移行支援事業の状況

○事業所における各種体制整備の状況として、「多様な障害特性の利用者を受け入れるための体制整備、職員の知識・技術の向上」と「利用時間が少な
い（毎日の通所が難しい）、利用が不安定・不定期（休みが多い）等の利用者に対応した訓練メニューや活動プログラムの作成・研究」が比較的多く挙
げられており、特に就労移行支援の事業所でこれらの体制整備を行っているところが多く見られる。

○就労移行支援における新規サービス利用者について、１事業所あたりの平均で見ると、令和３年度では、新規サービス利用者の合計9.7人のうち、一般
就労をしていた者が2.9人、在宅の者が3.1人となっている。令和４年度では、合計10.5人のうち、一般就労をしていた者が3.5人、在宅の者が3.1人と
なっている。

体制整備の状況〔複数回答〕

就労系障害福祉サービスの実態に関する調査（結果概要）

4.0 

1.2 

2.9 

3.8 

7.5 

3.0 

33.6 

10.1 

47.0 

2.8 

37.6 

3.1 

1.0 

1.7 

2.4 

2.7 

2.1 

55.0 

17.2 

60.8 

3.1 

23.7 

2.9 

0.7 

5.1 

2.2 

3.2 

1.8 

18.4 

11.9 

43.7 

1.4 

45.8 

5.3 

1.5 

2.4 

5.8 

13.3 

4.4 

29.2 

4.4 

40.0 

3.5 

41.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強度行動障害のある利用者に対応するための職員配置や施設環境の整備

重症心身障害の利用者に対応するための職員配置や施設環境の整備

医療的ケアの必要な利用者に対応するための職員配置や施設環境の整備

上記以外の重度障害者等に対応するための職員配置や施設環境の整備

重度障害者等の送迎対応

重度障害者等に対応した訓練メニューや活動プログラムの作成・研究

利用時間が少ない（毎日の通所が難しい）、利用が不安定・不定期（休み
が多い）等の利用者に対応した訓練メニューや活動プログラムの作成・研究

利用者がピアサポートを受けることのできる体制整備

多様な障害特性の利用者を受け入れるための体制整備、職員の知識・技術
の向上

体制整備に関するその他の特記的取組

無回答

全体 [n=1,020]
就労移行支援 [n=291]
就労継続支援Ａ型 [n=277]
就労継続支援Ｂ型 [n=452]

就労移行支援の新規サービス利用者数

就労移行支援 [n=291]
（単位：人） 令和３年度 令和４年度

1 一般就労 2.9 3.5

2 就労移行支援（他の事業所） 0.3 0.4

3 就労継続支援Ａ型 0.2 0.2

4 就労継続支援Ｂ型 0.5 0.6

5 生活介護 0.0 0.1

6 その他の障害福祉サービス（入所・通所） 0.4 0.4

7 特別支援学校 0.7 0.7

8 高校（普通校）、専門学校、大学 0.6 0.7

9 在宅（通所・通学なし） 3.1 3.1

10 その他 0.8 0.8

11 不明 0.2 0.1

合計 9.7 10.5
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（２） 就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業の状況

○就労継続支援Ａ型の令和５年度の基本報酬区分の届出内容は、「労働時間」のスコア（１日の平均労働時間）は、「４時間以上４時間30分未満：40
点」が多く、「生産活動」のスコア（前年度及び前々年度における生産活動収支の状況）は、「前年度及び前々年度、生産活動収支が、利用者に支払う
賃金の総額未満である：５点」と「前年度及び前々年度、生産活動収支が、利用者に支払う賃金の総額以上である：40点」がほぼ同割合となっている。

○就労継続支援Ｂ型の令和５年度の基本報酬区分の選択は、「就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）」が89.6%、「就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅱ）」
が4.2%、「就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅲ）」が2.2%、「就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅳ）」が0.4%となっている。また、サービス費（Ⅲ）
（Ⅳ）を選択した事業所の理由としては、「就労の多様性や地域協働等を重視した事業（必ずしも工賃にはつながらない）を行っているため」「生産性
向上や販路拡大など工賃向上への取組が難しいため」の回答が多くなっている。

就労継続支援Ａ型の基本報酬区分（「労働時間」のスコア）

就労系障害福祉サービスの実態に関する調査（結果概要）

７時間以上：80点
3.2% ６時間以上７時間

未満：70点
9.0%

５時間以上６時間
未満：55点

15.5%

４時間30分以上５
時間未満：45点

18.4%

４時間以上４時間
30分未満：40点

47.7%

３時間以上４時間
未満：30点

5.1%

２時間以上３時間
未満：20点

0.4%

無回答
0.7%

就労継続支援Ａ型 [n=277]

就労継続支援Ａ型の基本報酬区分（「生産活動」のスコア）

前年度及び前々年度、
生産活動収支が、利用
者に支払う賃金の総額

以上である：40点
40.4%

前年度の生産活動収
支が、利用者に支払う
賃金の総額以上であ

る：25点
9.7%

前年度の生産活動収
支が、利用者に支払う
賃金の総額未満であ

る：20点
6.5%

前年度及び前々年度、
生産活動収支が、利用
者に支払う賃金の総額

未満である：５点
42.2%

無回答
1.1%

就労継続支援Ａ型 [n=277]

就労継続支援Ｂ型の基本報酬区分

就労継続支援Ｂ型
サービス費（Ⅰ）

89.6%

就労継続支援Ｂ型
サービス費（Ⅱ）

4.2%

就労継続支援Ｂ型
サービス費（Ⅲ）

2.2%

就労継続支援Ｂ型
サービス費（Ⅳ）

0.4%

無回答
3.5%

就労継続支援Ｂ型 [n=452]

サービス費（Ⅲ）（Ⅳ）を選
択した理由〔複数回答〕

33.3 

58.3 

25.0 

66.7 

8.3 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害の重い利用者が多いため

生産性向上や販路拡大など工賃向上への取組が
難しいため

生産活動の内容を見直すことが難しいため

就労の多様性や地域協働等を重視した事業（必
ずしも工賃にはつながらない）を行っているため

サービス費（Ⅲ）（Ⅳ）を選択しても、収入の増減
にそれほど影響がないため

その他

無回答就労継続支援Ｂ型 [n=12]

 
 

（３） 施設外支援の状況、退所者（サービス利用終了者）の移行状況

○調査対象サービスの事業所における施設外支援の実施状況は、「実施していない」が45.5%、「実施している（該当者あり）」が26.4%、「実施して
いる（該当者なし）」が10.4%となっている。就労移行支援の事業所で実施が比較的多くなっている。

○調査対象サービスの事業所における退所者（サービス利用終了者）の人数は、１事業所あたりの平均で令和３年度は就労移行支援8.0人、就労継続支援
Ａ型2.9人、就労継続支援Ｂ型1.7人、令和４年度は就労移行支援9.2人、就労継続支援Ａ型3.7人、就労継続支援Ｂ型2.0人となっている。移行先別では
就労移行支援の「一般就労（特例子会社以外）」が多くなっている。

施設外支援の実施状況

就労系障害福祉サービスの実態に関する調査（結果概要）

26.4 

54.6 

20.6 

11.7 

10.4 

16.2 

10.1 

6.9 

45.5 

23.0 

45.5 

60.0 

17.7 

6.2 

23.8 

21.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=1,020]

就労移行支援 [n=291]

就労継続支援Ａ型 [n=277]

就労継続支援Ｂ型 [n=452]

実施している（該当者あり） 実施している（該当者なし） 実施していない 無回答

退所者（サービス利用終了者）の状況

（単位：人） 令和３年度 令和４年度

全体
[n=1,020]

就労移行
支援

[n=291]

就労継続
支援Ａ型
[n=277]

就労継続
支援Ｂ型
[n=452]

全体
[n=1,020]

就労移行
支援

[n=291]

就労継続
支援Ａ型
[n=277]

就労継続
支援Ｂ型
[n=452]

一般就労
（特例子会社） 0.2 0.7 0.1 0.0 0.3 0.9 0.1 0.0

一般就労
（特例子会社以外） 1.4 4.1 0.7 0.2 1.7 4.8 1.1 0.2

就労移行支援 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1 0.0

就労継続支援Ａ型 0.2 0.4 0.3 0.1 0.2 0.4 0.3 0.1

就労継続支援Ｂ型 0.4 0.6 0.3 0.4 0.5 0.8 0.3 0.5

生活介護 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1

その他の障害福祉サー
ビス 0.1 0.1 0.0 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1

介護保険サービス 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0

在宅で自営等 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0

在宅（就労なし） 0.5 1.0 0.3 0.3 0.6 1.0 0.6 0.4

その他 0.3 0.5 0.3 0.2 0.4 0.6 0.4 0.3

不明 0.4 0.3 0.7 0.2 0.4 0.4 0.7 0.2

合計 3.8 8.0 2.9 1.7 4.5 9.2 3.7 2.0

（単位：人、日、回） 全体
[n=229]

就労移行
支援

[n=137]

就労継続
支援Ａ型
[n=49]

就労継続
支援Ｂ型
[n=43]

一般 企業での実
習

利用実人数 2.8 2.5 4.0 2.3
算定延べ日数 17.7 9.4 41.1 17.5
職員の訪問延べ回数 7.7 4.4 18.0 6.3

他の就労支援事
業所での実習

利用実人数 0.3 0.3 0.7 0.0
算定延べ日数 1.2 1.4 1.4 0.3
職員の訪問延べ回数 0.5 0.2 1.4 0.3

委託 訓練先での
実習

利用実人数 0.6 0.4 0.7 1.1
算定延べ日数 4.5 1.2 6.7 12.6
職員の訪問延べ回数 1.5 0.6 3.3 2.2

在宅就労の支援
利用実人数 0.8 0.7 0.5 1.2
算定延べ日数 6.7 5.9 4.2 12.4
職員の訪問延べ回数 0.4 0.1 0.8 0.8

トライアル雇用の
支援

利用実人数 0.3 0.5 0.0 0.0
算定延べ日数 4.4 7.0 0.3 0.6
職員の訪問延べ回数 0.5 0.7 0.0 0.1

その他
利用実人数 1.0 1.3 0.4 1.0
算定延べ日数 2.9 2.6 3.4 3.4
職員の訪問延べ回数 1.9 1.9 2.0 1.6
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○前回の報酬改定により令和４年度から事業所に義務化された、虐待防止体制の整備及び対象サービス（訪問系）の拡大等がなされた身体拘
束適正化の取組実施状況を調査し、基礎資料を得るもの。

１．調査目的

４．虐待防止対策及び身体拘束廃止の取組実施状況に関する調査（結果概要）

○全国の障害者支援施設、療養介護、共同生活援助、就労継続支援Ｂ型、生活介護、居宅介護、重度訪問介護、放課後等デイサービスの事業
所（計88,025事業所）から、3,000事業所を無作為抽出

２．調査対象等

○調査対象サービスにおける虐待防止委員会の設置について、令和３～５年度の状況を聞いたところ、「未設置」は令和３年度32.0%、令和
４年度10.3%、令和５年度5.6%となっている。また、身体拘束適正化委員会の設置については、「未設置」は令和３年度50.1%、令和４年
度21.8%、令和５年度13.2%となっている。

○令和５年度に虐待防止委員会が未設置となっている事業所に、その理由を聞いたところ、「職員体制に余裕がない」「委員会設置・運営の
ノウハウがない」の回答が多くなっている。また、身体拘束適正化委員会が未設置となっている事業所の理由は、「設置の必要性を感じな
い」「職員体制に余裕がない」「委員会設置・運営のノウハウがない」の回答が多くなっている。

○虐待防止のための指針等の作成状況は、「作成している」が全体で78.0%となっている。また、身体拘束適正化のための指針等の作成状況
は、「作成している」が全体で74.5%となっている。

○虐待防止に関する研修等を実施（予定）の事業所に研修等の概要を聞いたところ、「虐待防止や人権・権利擁護に関する意識を高めるため
の研修」等の実施が多くなっている。また、身体拘束適正化に関する研修は、「身体拘束に係る確認事項、拘束の終了判断等に関する研修」
「障害特性の理解、知識と身体拘束ゼロに向けた技術を習得することに関する研修」「制度理解を深めるための研修」等が多くなっている。

○令和５年７月末の１週間で、調査対象サービスの利用者に対する身体拘束を実施した事例があるかどうかを聞いたところ、全体では「な
い」が78.4%、「ある」が16.2%となっている。サービス別では、療養介護、障害者支援施設で「ある」が多くなっている。

○身体拘束を廃止する場合に課題になると思われることを聞いたところ、「本人を事故から守る安全対策として、身体拘束以外に方法のない
場合がある」「他の利用者を事故から守る安全対策として、身体拘束以外に方法のない場合がある」等の回答が多くなっている。

３．調査結果のポイント

送付数 休廃止等 客体数 回収数 回収率 有効回答数 有効回答率

3,000 5 2,995 1,563 52.2% 1,558 52.0%

 
 

（１） 虐待防止委員会・身体拘束適正化委員会の設置状況等

○調査対象サービスにおける虐待防止委員会の設置について、令和３～５年度の状況を聞いたところ、「未設置」は令和３年度32.0%、令和４年度
10.3%、令和５年度5.6%となっている。また、身体拘束適正化委員会の設置については、「未設置」は令和３年度50.1%、令和４年度21.8%、令和
５年度13.2%となっている。

○令和５年度に虐待防止委員会が未設置となっている事業所に、その理由を聞いたところ、「職員体制に余裕がない」「委員会設置・運営のノウハウが
ない」の回答が多くなっている。また、身体拘束適正化委員会が未設置となっている事業所の理由は、「設置の必要性を感じない」「職員体制に余裕が
ない」「委員会設置・運営のノウハウがない」の回答が多くなっている。

○虐待防止のための指針等の作成状況は、「作成している」が全体で78.0%となっている。また、身体拘束適正化のための指針等の作成状況は、「作成
している」が全体で74.5%となっている。

虐待防止対策及び身体拘束廃止の取組実施状況に関する調査（結果概要）

虐待防止委員会・身体拘束適正化委員会が未設置と
なっている理由〔複数回答〕

46.6 

31.8 

18.2 

23.9 

14.8 

1.1 

26.2 

24.8 

34.0 

16.5 

20.4 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職員体制に余裕がない

委員会設置・運営のノウハウがない

設置の必要性を感じない

形式的に設置しているが、運営しておらず、実質的に未設
置と同じ

その他

無回答

虐待防止委員会 [n=88]
身体拘束適正化委員会 [n=206]

虐待防止委員会の設置状況

身体拘束適正化委員会の設置状況

虐待防止・身体拘束適正化のための指針等の作成状況

78.0 19.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

虐待防止 [n=1,558]

作成している 作成中・作成予定 無回答

74.5 19.7 5.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体拘束適正化 [n=1,558]

作成している 未作成 無回答

29.9 

48.3 

53.3 

48.8 

62.2 

44.7 

29.1 

38.2 

40.2 

35.1 

33.5 

52.1 

32.0 

10.3 

5.6 

15.5 

3.6 

8.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和３年度 [n=1,558]

令和４年度 [n=1,558]

令和５年度 [n=1,558]

（令和５年度 訪問系）[n=328]

（令和５年度 通所系）[n=695]

（令和５年度 施設・居住系）[n=535]

法人単位で設置 事業所単位で設置 未設置 無回答

17.9 

39.7 

47.0 

42.1 

57.3 

36.8 

22.8 

35.2 

38.0 

32.9 

29.9 

51.6 

50.1 

21.8 

13.2 

22.6 

10.9 

10.5 

9.1

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和３年度 [n=1,558]

令和４年度 [n=1,558]

令和５年度 [n=1,558]

（令和５年度 訪問系）[n=328]

（令和５年度 通所系）[n=695]

（令和５年度 施設・居住系）[n=535]

法人単位で設置 事業所単位で設置 未設置 無回答
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（２） 虐待防止・身体拘束適正化に関する研修等の状況

○虐待防止に関する研修等を実施（予定）の事業所に研修等の概要を聞いたところ、「虐待防止や人権・権利擁護に関する意識を高めるための研修」等
の実施が多くなっている。また、身体拘束適正化に関する研修は、「身体拘束に係る確認事項、拘束の終了判断等に関する研修」「障害特性の理解、知
識と身体拘束ゼロに向けた技術を習得することに関する研修」「制度理解を深めるための研修」等が多くなっている。

虐待防止対策及び身体拘束廃止の取組実施状況に関する調査（結果概要）

虐待防止に関する研修等の内容〔複数回答〕 身体拘束適正化に関する研修等の内容〔複数回答〕

88.5 

41.5 

51.4 

30.9 

49.2 

39.0 

43.6 

29.5 

5.8 

2.5 

0.6 

86.3 

43.0 

49.4 

29.9 

44.1 

44.5 

3.3 

2.3 

83.8 

46.8 

58.1 

37.0 

51.7 

41.9 

44.0 

32.6 

8.4 

2.7 

1.0 

83.4 

45.3 

51.8 

35.9 

43.7 

44.4 

2.8 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

虐待防止や人権・権利擁護に関する意識を高める
ための研修

職員のメンタルヘルスやアンガーコントロール等に関す
る研修

障害特性の理解、知識と技術を習得することに関す
る研修

コミュニケーションの円滑化や相互理解に関する研修

虐待等に関する事例検討

制度理解を深めるための研修

虐待防止に関する法人・事業所の方針や指針等の
研修

虐待防止に関する職員指導・組織運営のための研
修

法人・事業所の利用者・家族等を対象にした啓発
等の研修

その他

無回答

令和４年度実績（法人・事業所内研修） 全体 [n=1,383]
令和４年度実績（外部研修等） 全体 [n=642]
令和５年度予定（法人・事業所内研修） 全体 [n=1,424]
令和５年度予定（外部研修等） 全体 [n=602]

68.0 

53.3 

17.2 

45.4 

58.0 

50.4 

35.4 

7.7 

1.2 

0.8 

68.2 

60.1 

23.0 

51.3 

64.2 

0.6 

3.5 

68.6 

60.0 

23.1 

53.8 

59.9 

53.8 

39.1 

10.8 

1.7 

1.0 

64.9 

62.7 

29.5 

53.8 

63.0 

1.6 

5.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体拘束に係る確認事項、拘束の終了判断等に
関する研修

障害特性の理解、知識と身体拘束ゼロに向けた技
術を習得することに関する研修

身体拘束を行わない支援に役立つ機器や設備等の
利用に関する研修

身体拘束に関する事例検討

制度理解を深めるための研修

身体拘束適正化に関する法人・事業所の方針や指
針等の研修

身体拘束適正化に関する職員指導・組織運営のた
めの研修

法人・事業所の利用者・家族等を対象にした啓発
等の研修

その他

無回答

令和４年度実績（法人・事業所内研修） 全体 [n=1,131]
令和４年度実績（外部研修等） 全体 [n=318]
令和５年度予定（法人・事業所内研修） 全体 [n=1,263]
令和５年度予定（外部研修等） 全体 [n=370]

 
 

（３） 身体拘束の実施事例の状況等

○令和５年７月末の１週間で、調査対象サービスの利用者に対する身体拘束を実施した事例があるかどうかを聞いたところ、全体では「ない」が78.4%、
「ある」が16.2%となっている。サービス別では、療養介護、障害者支援施設で「ある」が多くなっている。

○身体拘束を廃止する場合に課題になると思われることを聞いたところ、「本人を事故から守る安全対策として、身体拘束以外に方法のない場合があ
る」「他の利用者を事故から守る安全対策として、身体拘束以外に方法のない場合がある」等の回答が多くなっている。

虐待防止対策及び身体拘束廃止の取組実施状況に関する調査（結果概要）

利用者に対する身体拘束を実施した事例の有無

16.2 

3.4 

16.9 

6.6 

85.5 

47.4 

78.4 

89.1 

91.5 

76.2 

95.7 

88.7 

14.5 

47.7 

91.8 

5.4 

7.4 

7.2 

6.9 

4.7 

4.9 

6.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=1,558]

居宅介護 [n=175]

重度訪問介護 [n=153]

生活介護 [n=231]

就労継続支援Ｂ型 [n=208]

放課後等デイサービス [n=256]

療養介護 [n=55]

施設入所支援 [n=285]

共同生活援助 [n=195]

ある ない 無回答

42.8 

68.1 

50.6 

35.5 

14.9 

18.0 

25.7 

17.2 

11.9 

25.9 

8.4 

4.2 

9.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体拘束をしなかったために事故が起きた場合、苦情や損
害賠償請求が心配である

本人を事故から守る安全対策として、身体拘束以外に方
法のない場合がある

他の利用者を事故から守る安全対策として、身体拘束以
外に方法のない場合がある

職員を事故から守る安全対策として、身体拘束以外に方
法のない場合がある

身体拘束をしない支援の方法を身に付けた職員が少ない、
増やせない

身体拘束をしない支援の方法を身に付けた職員と、そうで
ない職員で、支援内容に差が生じる

身体拘束をしない支援を行うためには職員が足りない、簡
単に増員できない

身体拘束をしない支援を求めることで職員に精神的負担
（ストレス）がかかり、事業運営に支障が生じる

身体拘束をしない支援に役立つ機器・設備の開発や導入
が遅れている

事故防止や安全対策として、家族から身体拘束を要望さ
れた場合の対応が難しい

身体拘束をやむを得ないとする従前の意識が根強く、職員
の意識改革が難しい

その他

無回答

全体 [n=1,558]

身体拘束を廃止する場合に課題になると思われること〔複数回答〕
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○強度行動障害を有する者への支援については、地域における受け入れ体制の強化が課題とされているところ、現行の各種加算や関係研修を
受講した人材の配置動向等を把握することで、次期報酬改定の基礎資料を得ることを目的とする。

１．調査目的

５．強度行動障害に対する支援の取組実施状況に関する調査（結果概要）

○全国の共同生活援助事業所（11,466事業所）から、1,000事業所を無作為抽出

２．調査対象等

○強度行動障害のある利用者のグループホームへの入居の状況について、令和５年７月末時点の状況を聞いたところ、該当者の入居「無」の
事業所が74.4%、「有」の事業所が25.6%となっている。また、強度行動障害のある利用者が入居している事業所に、入居前の所在別に人
数を聞いたところ、入居事業所の１事業所あたりの平均で合計人数4.5人、うち、入居前は在宅が2.5人、入所施設（障害）が1.4人等となっ
ている。

○強度行動障害のある利用者がいない事業所に、今後の強度行動障害のある利用者の受け入れ可否を聞いたところ、「受け入れは難しい」が
75.6%と多くなっている。受け入れが難しい理由としては、「強度行動障害に対応できる専門性を有する職員が不足している」「他の利用
者への影響や関係性に不安がある」「現在の職員体制で受け入れた場合、他の利用者へのケアが手薄になる不安がある」「施設・設備面で受
け入れが難しい」等の回答が多くなっている。

○令和５年７月における重度障害者支援加算の算定状況と強度行動障害のある利用者の入居状況について事業所毎の状況を見ると、「強度行
動障害者がいない」事業所が69.6%、強度行動障害者が入居しているが「強度行動障害者全員分の加算を算定していない」事業所が18.7%、
「強度行動障害者全員分の加算を算定している」事業所が11.7%となっている。

○強度行動障害のある利用者がいるが対象利用者全員分の重度障害者支援加算の算定をしていない事業所に、対象利用者全員分の加算を算定
していない理由を聞いたところ、「加算要件の研修受講者等の確保・配置が困難」という回答が多くなっている。

３．調査結果のポイント

注）本調査は共同生活援助、児童発達支援・放課後等デイサービス、障害児入所施設を調査対象サービスとしているが、うち、児童発達支援・放課後等デ
イサービス、障害児入所施設については、調査対象の重なる６、７の調査にそれぞれ組み込んで実施したため、調査結果概要も６、７に記載している。

送付数 休廃止等 客体数 回収数 回収率 有効回答数 有効回答率

1,000 3 997 523 52.5% 519 52.1%

 
 

（１） 強度行動障害のある利用者の受け入れ状況

○強度行動障害のある利用者のグループホームへの入居の状況について、令和５年７月末時点の状況を聞いたところ、該当者の入居「無」の事業所が
74.4%、「有」の事業所が25.6%となっている。また、強度行動障害のある利用者が入居している事業所に、入居前の所在別に人数を聞いたところ、
入居事業所の１事業所あたりの平均で合計人数4.5人、うち、入居前は在宅が2.5人、入所施設（障害）が1.4人等となっている。

○強度行動障害のある利用者がいない事業所に、今後の強度行動障害のある利用者の受け入れ可否を聞いたところ、「受け入れは難しい」が75.6%と多
くなっている。受け入れが難しい理由としては、「強度行動障害に対応できる専門性を有する職員が不足している」「他の利用者への影響や関係性に不
安がある」「現在の職員体制で受け入れた場合、他の利用者へのケアが手薄になる不安がある」「施設・設備面で受け入れが難しい」等の回答が多く
なっている。

強度行動障害に対する支援の取組実施状況に関する調査（結果概要）

強度行動障害のある利用者の入居の状況 今後の強度行動障害のある利用者の受け入れ可否

25.6 

26.9 

50.0 

7.4 

74.4 

73.1 

50.0 

92.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=519]

介護サービス包括型 [n=349]

日中サービス支援型 [n=62]

外部サービス利用型 [n=108]

有 無 無回答

（単位：人）

全体 [n=133]

全体
うち、令和４年
４月以降に入

居した者

うち、支援計画
シート等を作成

している者

1 在宅 2.5 0.6 1.7
2 入所施設（障害） 1.4 0.2 0.7
3 入所施設（障害以外） 0.0 0.0 0.0
4 他のグループホーム 0.4 0.2 0.2
5 病院 0.1 0.0 0.1
6 その他・不明 0.1 0.0 0.1
合計 4.5 1.1 2.8

6.5 

17.6 

19.2 

35.5 

8.0 

75.6 

74.1 

45.2 

89.0 

5.2 

5.1 

12.9 

3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=386]

介護サービス包括型 [n=255]

日中サービス支援型 [n=31]

外部サービス利用型 [n=100]

受け入れ可能 おおむね受け入れ可能だが難しい場合もある 受け入れは難しい 無回答

強度行動障害のある利用者の受け入れが難しい理由〔複数回答〕

69.3 

71.7 

70.6 

71.7 

16.4 

16.4 

9.6 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・設備面で受け入れが難しい

強度行動障害に対応できる専門性を有する職員が不足し
ている

現在の職員体制で受け入れた場合、他の利用者へのケア
が手薄になる不安がある

他の利用者への影響や関係性に不安がある

受け入れのコストが適正に評価されない

強度行動障害に関しスキルアップを図る機会（研修等）や
外部のサポートを得る機会が少ない

その他

無回答
全体 [n=293]

強度行動障害のある利用者の入居前の所在別実人数
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（２） 重度障害者支援加算の算定状況等

○令和５年７月における重度障害者支援加算の算定状況と強度行動障害のある利用者の入居状況について事業所毎の状況を見ると、「強度行動障害者が
いない」事業所が69.6%、強度行動障害者が入居しているが「強度行動障害者全員分の加算を算定していない」事業所が18.7%、「強度行動障害者全
員分の加算を算定している」事業所が11.7%となっている。

○強度行動障害のある利用者がいるが対象利用者全員分の重度障害者支援加算の算定をしていない事業所に、対象利用者全員分の加算を算定していない
理由を聞いたところ、「加算要件の研修受講者等の確保・配置が困難」という回答が多くなっている。

強度行動障害に対する支援の取組実施状況に関する調査（結果概要）

強度行動障害のある利用者の有無と重度障害者支援
加算算定の状況（令和５年７月）

18.7 

17.2 

27.4 

11.7 

9.7 

22.6 

69.6 

73.1 

50.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=411]

介護サービス包括型 [n=349]

日中サービス支援型 [n=62]

強度行動障害者全員分の加算を算定していない
強度行動障害者全員分の加算を算定している
強度行動障害者がいない

対象利用者全員分の加算を算定していない理由
〔複数回答〕

57.1 

16.9 

10.4 

11.7 

13.0 

20.8 

61.7 

21.7 

13.3 

11.7 

13.3 

16.7 

41.2 

0.0 

0.0 

11.8 

11.8 

35.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加算要件の研修受講者等の確保・配置が困難

加算要件を満たすためのコスト増に比べて加算の報
酬が合わない

強度行動障害のある利用者がいるが、加算対象には
該当しないと判定された

加算の算定は可能だが、算定していない

その他

無回答

全体 [n=77]

介護サービス包括型 [n=60]

日中サービス支援型 [n=17]

（単位：人）

令和５年７月

全体
[n=411]

介護サービス
包括型

[n=349]

日中サービス
支援型
[n=62]

重度障害者支援加算（Ⅰ） Ⅰ類型該当 0.1 0.1 0.1
重度障害者支援加算（Ⅰ） Ⅱ類型該当 0.1 0.0 0.4
重度障害者支援加算（Ⅰ） Ⅲ類型該当 0.3 0.2 0.5
重度障害者支援加算（Ⅱ） 0.3 0.3 0.6

重度障害者支援加算の算定人数（令和５年７月）

 
 

○障害児通所支援事業所における各種加算の取得状況や医療的ケア児の受け入れ実態を把握することで、令和３年度報酬改定の影響を評価し、
次期報酬改定に向けて引き続き検討することを目的とする。

１．調査目的

６．障害児通所支援事業所の実態に関する調査（結果概要）

○全国の児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス事業所（計28,460事業所）から、2,500事業所を無作為抽出

２．調査対象等

○事業所における加配に関する各種加算の算定状況は、令和５年７月で「児童指導員等加配加算」が80.6%、「専門的支援加算」が43.1%等
となっている。加算を算定していない事業所に理由を聞いたところ、児童指導員等加配加算では「職種に関わらず加配職員の確保が困難」
「加算対象となる児童指導員等の確保が困難」、専門的支援加算では「加算対象となる専門職の確保が困難」が多くなっている。

○各種の加算について、事業所における令和５年７月の算定状況を聞いたところ、加算算定している割合は、家庭連携加算が14.3%、個別サ
ポート加算（Ⅱ）が9.9%、事業所内相談支援加算（Ⅰ）が27.3%、事業所内相談支援加算（Ⅱ）が8.4%、延長支援加算が11.8%、特別支
援加算が6.1%となっている。

○医療的ケアを要する利用者の人数を聞いたところ、「０人」（医療的ケアを要する利用者がいない）の事業所は、令和３年７月で89.8%、
令和４年７月で88.4%、令和５年７月で87.1%となっている。

○医療的ケアを要する利用者がいない事業所に、今後の医療的ケア児の受け入れ可否について聞いたところ、「受け入れは難しい」が多く
なっている。また、医療的ケア児の受け入れが難しいと回答した事業所に理由を聞いたところ、「医療的ケア児に対応できる専門性を有する
職員が不足している」等の回答が多くなっている。

○強度行動障害のある利用者の人数を聞いたところ、「０人」（強度行動障害のある利用者がいない）が81.9%となっている。また、強度行
動障害児支援加算の算定状況は、「算定無」が90.6%となっている。

○強度行動障害のある利用者がいるが強度行動障害児支援加算を算定していない事業所に、その理由を聞いたところ、「加算要件の人員配置
基準を満たしていない」「加算対象となる利用者（20点以上）がいない（判定のない場合も含む）」という回答が多くなっている。また、強
度行動障害のある利用者がいない事業所に、今後の強度行動障害のある利用者の受け入れ可否について聞いたところ、「おおむね受け入れ可
能だが難しい場合もある」とする事業所が多くなっている。

３．調査結果のポイント

送付数 休廃止等 客体数 回収数 回収率 有効回答数 有効回答率

2,500 9 2,491 1,365 54.8% 1,352 54.3%
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（１） 各種加算の算定状況等

○事業所における加配に関する各種加算の算定状況は、令和５年７月で「児童指導員等加配加算」が80.6%、「専門的支援加算」が43.1%等となってい
る。加算を算定していない事業所に理由を聞いたところ、児童指導員等加配加算では「職種に関わらず加配職員の確保が困難」「加算対象となる児童指
導員等の確保が困難」、専門的支援加算では「加算対象となる専門職の確保が困難」が多くなっている。

○各種の加算について、事業所における令和５年７月の算定状況を聞いたところ、加算算定している割合は、家庭連携加算が14.3%、個別サポート加算
（Ⅱ）が9.9%、事業所内相談支援加算（Ⅰ）が27.3%、事業所内相談支援加算（Ⅱ）が8.4%、延長支援加算が11.8%、特別支援加算が6.1%となっ
ている。

障害児通所支援事業所の実態に関する調査（結果概要）

加配に関する加算の算定状況（令和５年７月）

80.6 

43.1 

1.7 

0.7 

14.8 

80.1 

53.4 

2.1 

0.7 

15.8 

81.1 

33.7 

1.3 

0.7 

13.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

児童指導員等加配加算

専門的支援加算

看護職員加配加算（Ⅰ）

看護職員加配加算（Ⅱ）

無回答
全体 [n=1,290]
児童発達支援 [n=614]
放課後等デイサービス [n=676]

各種加算の算定状況（令和５年７月）

14.3 

9.9 

27.3 

8.4 

11.8 

6.1 

14.7 

7.3 

33.2 

13.0 

5.5 

9.8 

29.0 

1.6 

27.4 

19.4 

1.6 

17.7 

12.7 

13.0 

21.9 

3.1 

18.3 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭連携加算

個別サポート加算（Ⅱ）

事業所内相談支援加算（Ⅰ）

事業所内相談支援加算（Ⅱ）

延長支援加算

特別支援加算

全体 [n=1,352]
児童発達支援 [n=614]
医療型児童発達支援 [n=62]
放課後等デイサービス [n=676]

22.4 
32.4 

36.0 
19.6 

7.6 
8.0 

26.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加算対象となる理学療法士等の専門職の確保が困難
加算対象となる児童指導員等の確保が困難

職種に関わらず加配職員の確保が困難
加配によるコスト増に比べて加算の報酬が合わない

加算算定可能だが、加算の届出をしていない
その他

無回答全体 [n=250]

児童指導員等加配加算を算定していない理由〔複数回答〕

76.4 
22.1 

1.2 
2.7 
4.6 

11.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加算対象となる専門職の確保が困難
加配によるコスト増に比べて加算の報酬が合わない
特別支援加算等を優先するので届出をしていない

加算算定可能だが、加算の届出をしていない
その他

無回答全体 [n=734]

専門的支援加算を算定していない理由〔複数回答〕

 
 

（２） 医療的ケア児の受け入れ状況

○医療的ケアを要する利用者の人数を聞いたところ、「０人」（医療的ケアを要する利用者がいない）の事業所は、令和３年７月で89.8%、令和４年７
月で88.4%、令和５年７月で87.1%となっている。

○医療的ケアを要する利用者がいない事業所に、今後の医療的ケア児の受け入れ可否について聞いたところ、「受け入れは難しい」が多くなっている。
また、医療的ケア児の受け入れが難しいと回答した事業所に理由を聞いたところ、「医療的ケア児に対応できる専門性を有する職員が不足している」等
の回答が多くなっている。

障害児通所支援事業所の実態に関する調査（結果概要）

医療的ケアを要する利用者数 今後の医療的ケア児の受け入れ可否

医療的ケア児の受け入れが難しい理由〔複数回答〕

89.8 

85.3 

93.8 

4.0 

5.7 3.6 

3.9 

5.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=1,290]

児童発達支援 [n=614]

放課後等デイサービス [n=676]

０人 １人 ２人 ３人以上

88.4 

83.1 

93.3 

4.5 

6.2 

3.0 

3.9 

5.0 

6.8 

3.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=1,290]

児童発達支援 [n=614]

放課後等デイサービス [n=676]

０人 １人 ２人 ３人以上

87.1 

81.1 

92.5 

5.3 

7.0 

3.8 

4.4 

5.1 

7.5 

3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=1,290]

児童発達支援 [n=614]

放課後等デイサービス [n=676]

０人 １人 ２人 ３人以上

3.2 

5.2 

12.2 

13.1 

11.5 

68.6 

66.3 

70.4 

16.0 

15.5 

16.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=1,123]

児童発達支援 [n=498]

放課後等デイサービス [n=625]

受け入れ可能 おおむね受け入れ可能だが難しい場合もある 受け入れは難しい 無回答

52.5 

42.5 

61.6 

26.4 

51.4 

11.8 

23.9 

9.0 

3.0 

1.3 

51.8 

40.0 

65.2 

24.2 

48.5 

13.9 

19.7 

7.6 

3.9 

1.2 

53.0 

44.3 

58.9 

28.0 

53.6 

10.2 

27.0 

10.0 

2.3 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・設備面で受け入れが難しい

医療的ケア児に対応したプログラムの提供が難しい

医療的ケア児に対応できる専門性を有する職員が不足している

職員が医療的ケアに対する不安を感じている

現行の職員配置（加算も含む）では、医療的ケア児を受け入れ
るには人員不足と感じる

医療的ケア児への支援に関しスキルアップを図る機会（研修等）
や外部のサポートを得る機会が少ない

医療的ケア児を受け入れることで、他の利用児童への支援に影
響が出る恐れがあると感じる

受け入れのコストが適正に評価されない

その他

無回答

全体 [n=770]
児童発達支援 [n=330]
放課後等デイサービス [n=440]

【令和３年７月】

【令和４年７月】

【令和５年７月】
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（３） 強度行動障害児の受け入れ状況

○強度行動障害のある利用者の人数を聞いたところ、「０人」（強度行動障害のある利用者がいない）が81.9%となっている。また、強度行動障害児支
援加算の算定状況は、「算定無」が90.6%となっている。

○強度行動障害のある利用者がいるが強度行動障害児支援加算を算定していない事業所に、その理由を聞いたところ、「加算要件の人員配置基準を満た
していない」「加算対象となる利用者（20点以上）がいない（判定のない場合も含む）」という回答が多くなっている。また、強度行動障害のある利
用者がいない事業所に、今後の強度行動障害のある利用者の受け入れ可否について聞いたところ、「おおむね受け入れ可能だが難しい場合もある」とす
る事業所が多くなっている。

障害児通所支援事業所の実態に関する調査（結果概要）

強度行動障害のある利用者の人数 強度行動障害児支援加算を算定していない理由〔複数回答〕

今後の強度行動障害のある利用者の受け入れ可否

強度行動障害児支援加算の算定有無

81.9 

88.6 

75.7 

7.9 

6.5 

9.2 

4.0 

5.3 

6.2 

9.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=1,290]

児童発達支援 [n=614]

放課後等デイサービス [n=676]

０人 １人 ２人 ３人以上

9.4 

5.2 

13.2 

90.6 

94.8 

86.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=1,290]

児童発達支援 [n=614]

放課後等デイサービス [n=676]

算定有 算定無

7.2 

30.6 

3.6 

30.6 

13.5 

19.8 

11.7 

6.3 

5.3 

28.9 

2.6 

28.9 

10.5 

13.2 

13.2 

5.3 

8.2 

31.5 

4.1 

31.5 

15.1 

23.3 

11.0 

6.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所類型が加算対象外（主として重症心身障害児を
通わせる場合等）

加算要件の人員配置基準を満たしていない

加算要件の施設基準を満たしていない

加算対象となる利用者（20点以上）がいない（判定のな
い場合も含む）

加算対象となる利用者はいるが、個別サポート加算等でカ
バーできるので必要ない

加算対象となる利用者はいるが、加算の届出をしていない

その他

無回答

全体 [n=111]
児童発達支援 [n=38]
放課後等デイサービス [n=73]

15.2 

21.1 

9.0 

42.7 

40.1 

45.5 

27.7 

23.2 

32.4 

14.4 

15.6 

13.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=1,056]

児童発達支援 [n=544]

放課後等デイサービス [n=512]

受け入れ可能 おおむね受け入れ可能だが難しい場合もある 受け入れは難しい 無回答

 
 

○障害児入所施設の各種加算の取得状況と、支援状況を把握し、次期報酬改定の検討材料を得ることを目的とする。

１．調査目的

７．障害児入所施設の各種加算の取得、実施状況に関する調査（結果概要）

○全国の福祉型障害児入所施設・医療型障害児入所施設（332施設）の全数

２．調査対象等

○施設における小規模グループケア加算の算定状況は、全体では「算定あり」が23.6%となっている。また、小規模グループケアの実施状況
は、全体では「実施している」が23.6%となっている。小規模グループケアを実施していない施設に、実施しない・実施が難しい理由を聞
いたところ、「小規模グループケア専任の職員を確保することが難しい」「小規模グループケアの設備を整備することが難しい」等の回答が
多くなっている。

○令和５年４月～令和５年７月の期間において自活訓練を実施した利用者の有無、加算算定状況を聞いたところ、自活訓練を実施した利用者
がいない施設が93.4%、自活訓練を実施した利用者がおり、自活訓練加算を算定した施設は5.2%となっている。また、退所・地域移行に関
する相談等の支援を実施した利用者の有無、加算算定状況を聞いたところ、該当の利用者がいない施設が73.8%、該当する利用者がいるが
地域移行加算を算定していない施設が24.0%となっている。

○重度障害児支援加算、重度重複障害児加算の算定状況を見ると、いずれかの加算を算定している施設が55.9%、加算を算定していない施設
が44.1%となっている。加算の算定者がいない施設に、その理由を聞いたところ、「加算要件の施設基準等を満たしていない」が33.7%、
「加算対象となる重度障害児の受入は可能だが、現在は該当する利用者がいない」が16.8%等となっている。

○強度行動障害のある利用者の有無と強度行動障害児特別支援加算の算定状況を見ると、強度行動障害のある利用者がいない施設が70.3%、
強度行動障害のある利用者がいるが加算を算定していない施設が24.9%、加算を算定している施設が4.8%となっている。

○強度行動障害のある利用者がいるが加算を算定していない施設に、その理由を聞いたところ、「加算要件の人員配置基準を満たしていな
い」「加算対象となる利用者（20点以上）がいない（判定のない場合も含む）」等が多くなっている。また、強度行動障害のある利用者がい
ない施設に、今後の強度行動障害のある利用者の受け入れ可否について聞いたところ、「受け入れは難しい」とする施設が多くなっている。

３．調査結果のポイント

送付数 休廃止等 客体数 回収数 回収率 有効回答数 有効回答率

332 0 332 229 69.0% 229 69.0%
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（１） 小規模グループケア、自活訓練等の状況

○施設における小規模グループケア加算の算定状況は、全体では「算定あり」が23.6%となっている。また、小規模グループケアの実施状況は、全体で
は「実施している」が23.6%となっている。小規模グループケアを実施していない施設に、実施しない・実施が難しい理由を聞いたところ、「小規模
グループケア専任の職員を確保することが難しい」「小規模グループケアの設備を整備することが難しい」等の回答が多くなっている。

○令和５年４月～令和５年７月の期間において自活訓練を実施した利用者の有無、加算算定状況を聞いたところ、自活訓練を実施した利用者がいない施
設が93.4%、自活訓練を実施した利用者がおり、自活訓練加算を算定した施設は5.2%となっている。

障害児入所施設の各種加算の取得・実施状況に関する調査（結果概要）

小規模グループケア加算の算定状況

小規模グループケアを実施しない・実施が難しい理由

小規模グループケアの実施状況・実施意向

23.6 

34.1 

9.3 

64.6 

59.1 

72.2 

11.8 

6.8 

18.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=229]

福祉型障害児入所施設 [n=132]

医療型障害児入所施設 [n=97]

算定あり 算定なし 無回答

23.6 

34.1 

9.3 

3.0 

14.8 

22.0 

5.2 

41.5 

31.1 

55.7 

17.9 

9.8 

28.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=229]

福祉型障害児入所施設 [n=132]

医療型障害児入所施設 [n=97]

実施している 現在は実施していないが実施を予定している
実施したいが難しい 実施しない
以前に実施したことがあるが現在は実施していない 無回答

57.7 

43.8 

21.5 

19.2 

33.1 

31.5 

13.1 

3.8 

68.6 

55.7 

2.9 

25.7 

48.6 

51.4 

8.6 

5.7 

45.0 

30.0 

43.3 

11.7 

15.0 

8.3 

18.3 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小規模グループケア専任の職員を確保することが難しい

小規模グループケアの設備を整備することが難しい

小規模グループケアによる効果の認められる利用者がいな
い・少ない

小規模グループケアのノウハウがない

小規模グループケアの実施に係るコスト面の負担が困難

小規模グループケアの実践に係る職員体制（専門性や
連携）に不安がある

その他

無回答

全体 [n=130]
福祉型障害児入所施設 [n=70]
医療型障害児入所施設 [n=60]

5.2 

9.1 

93.4 

89.4 

99.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=229]

福祉型障害児入所施設 [n=132]

医療型障害児入所施設 [n=97]

自活訓練加算有・自活訓練実施有 自活訓練加算無・自活訓練実施有
自活訓練実施無

自活訓練を実施した利用者の有無、自活訓練加算算定状況

 
 

（２） 地域移行支援等の状況、重度障害児等の受け入れ状況

○退所・地域移行に関する相談等の支援を実施した利用者の有無、加算算定状況を聞いたところ、該当の利用者がいない施設が73.8%、該当する利用者
がいるが地域移行加算を算定していない施設が24.0%となっている。

○重度障害児支援加算、重度重複障害児加算の算定状況を見ると、いずれかの加算を算定している施設が55.9%、加算を算定していない施設が44.1%と
なっている。加算の算定者がいない施設に、その理由を聞いたところ、「加算要件の施設基準等を満たしていない」が33.7%、「加算対象となる重度
障害児の受入は可能だが、現在は該当する利用者がいない」が16.8%等となっている。

障害児入所施設の各種加算の取得・実施状況に関する調査（結果概要）

重度障害児支援加算、重度重複障害児加算の算定状況

55.9 

81.8 

20.6 

44.1 

18.2 

79.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=229]

福祉型障害児入所施設 [n=132]

医療型障害児入所施設 [n=97]

算定有 算定無

33.7 

8.9 

16.8 

4.0 

26.7 

13.9 

41.7 

29.2 

8.3 

8.3 

4.2 

16.7 

31.2 

2.6 

19.5 

2.6 

33.8 

13.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加算要件の施設基準等を満たしていない

職員配置等の関係で加算対象となる重度障害児
の受入が難しい

加算対象となる重度障害児の受入は可能だが、
現在は該当する利用者がいない

加算対象となる利用者はいるが、加算は算定して
いない

その他

無回答
全体 [n=101]
福祉型障害児入所施設 [n=24]
医療型障害児入所施設 [n=77]

重度障害児支援加算、重度重複障害児加算の算定を
していない理由〔複数回答〕

3.0 

24.0 

39.4 

3.1 

73.8 

57.6 

95.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=229]

福祉型障害児入所施設 [n=132]

医療型障害児入所施設 [n=97]

相談援助等有・地域移行加算有 相談援助等有・地域移行加算無 相談援助等無

退所・地域移行に関する相談等の支援を実施した利用者の有無、
地域移行加算算定状況
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（３） 強度行動障害児の受け入れ状況

○強度行動障害のある利用者の有無と強度行動障害児特別支援加算の算定状況を見ると、強度行動障害のある利用者がいない施設が70.3%、強度行動障
害のある利用者がいるが加算を算定していない施設が24.9%、加算を算定している施設が4.8%となっている。

○強度行動障害のある利用者がいるが加算を算定していない施設に、その理由を聞いたところ、「加算要件の人員配置基準を満たしていない」「加算対
象となる利用者（20点以上）がいない（判定のない場合も含む）」等が多くなっている。また、強度行動障害のある利用者がいない施設に、今後の強
度行動障害のある利用者の受け入れ可否について聞いたところ、「受け入れは難しい」とする施設が多くなっている。

障害児入所施設の各種加算の取得・実施状況に関する調査（結果概要）

強度行動障害児特別支援加算の算定と強度行動障害のある
利用者の有無の状況

強度行動障害児特別支援加算を算定していない理由〔複数回答〕

今後の強度行動障害のある利用者の受け入れ可否

4.8 

7.6 

24.9 

37.9 

7.2 

70.3 

54.5 

91.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=229]

福祉型障害児入所施設 [n=132]

医療型障害児入所施設 [n=97]

強度行動障害のある利用者有・強度行動障害児特別支援加算有

強度行動障害のある利用者有・強度行動障害児特別支援加算無

強度行動障害のある利用者無

42.1 

33.3 

38.6 

17.5 

14.0 

1.8 

44.0 

34.0 

42.0 

18.0 

10.0 

2.0 

28.6 

28.6 

14.3 

14.3 

42.9 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加算要件の人員配置基準を満たしていない

加算要件の居室・設備の基準を満たしていない

加算対象となる利用者（20点以上）がいない
（判定のない場合も含む）

加算対象となる利用者はいるが、加算の届出をし
ていない

その他

無回答

全体 [n=57] 福祉型障害児入所施設 [n=50] 医療型障害児入所施設 [n=7]

3.7 

5.6 

24.8 

38.9 

13.5 

64.0 

50.0 

75.3 

7.5 

5.6 

9.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=161]

福祉型障害児入所施設 [n=72]

医療型障害児入所施設 [n=89]

受け入れ可能 おおむね受け入れ可能だが難しい場合もある 受け入れは難しい 無回答

 
 

  



17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査 

集計結果報告書 

 

 

 

  



18 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



19 

１ 調査の概要 

(1) 調査の目的 

本事業は、障害福祉サービス等の次期報酬改定に向け、障害福祉サービス等報酬改定検討チームにおいて

検討が必要とされた事項をはじめとして、障害福祉サービス等の現状・課題を広く把握し、次期報酬改定の

ための基礎資料を得ることを目的として実施した。 

 

(2) 調査内容 

本事業では、以下の７種類の調査を実施した。 

調査名 調査対象 主な調査項目 

調査 1 
補足給付又は医療型個
別減免の経過措置に関
する実態調査 

（自治体調査） 
都道府県・市町村 
（利用者調査） 
施設入所支援（20歳未満のみ）・福
祉型障害児入所施設・療養介護・医
療型障害児入所施設の利用者 

（自治体調査） 
支給決定者数、補足給付・医療型個別減免の支給件数・支
給額 等 
（利用者調査） 
利用者の属性、利用者世帯における収入・支出の状況（20歳
以上本人世帯、20歳未満保護者世帯）、暮らしの状況、暮ら
しぶりの変化 等 

調査 2 

障害福祉現場における
医療機関との感染対策
の連携の実態に関する
調査 

障害者支援施設、共同生活援助事
業所 

施設・事業所の基本情報（設立時期、経営主体、職員数、
利用者数等）、協力医療機関の状況、感染症対策等の体制
整備の状況、新型コロナウイルス感染症の緊急時における対応
状況 等 

調査 3 
就労系障害福祉サービ
スの実態に関する調査 

就労移行支援、就労継続支援Ａ型、
就労継続支援Ｂ型の事業所 

事業所の基本情報（設立時期、経営主体、職員数、利用者
数等）、基本報酬の算定（選択）状況、就労移行支援・就
労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型の事業実施状況、就労
定着支援の実施状況、施設外支援の状況、退所者の一般就
労等への移行状況 等 

調査 4 
虐待防止対策及び身体
拘束廃止の取組実施状
況に関する調査 

居宅介護、重度訪問介護、療養介
護、生活介護、施設入所支援（障害
者支援施設）、就労継続支援Ｂ型、
共同生活援助、放課後等デイサービス
の事業所 

施設・事業所の基本情報（設立時期、経営主体、職員数、
利用者数等）、虐待防止の取組状況、身体拘束の適正化に
むけた体制整備の取組状況、身体拘束の実施事例の状況 等 

調査 5 
強度行動障害に対する
支援の取組実施状況に
関する調査 

共同生活援助事業所 
児童発達支援・放課後等デイサービス
の事業所、障害児入所施設※ 

事業所の基本情報（設立時期、経営主体、職員数、利用者
数等）、強度行動障害支援者養成研修修了者等の配置状
況、強度行動障害者への対応状況、強度行動障害のある利
用者の状況 等 

調査 6 
障害児通所支援事業
所の実態に関する調査 

児童発達支援、医療型児童発達支
援、放課後等デイサービスの事業所 

事業所の基本情報（設立時期、経営主体、職員数、利用者
数等）、各種加算算定の状況、医療的ケア児の受け入れ状
況、医療的ケアの必要な利用者の状況、強度行動障害児の受
け入れ状況、強度行動障害のある利用者の状況 等 

調査 7 
障害児入所施設の各種
加算の取得、実施状況
に関する調査 

福祉型障害児入所施設、医療型障
害児入所施設 

施設の基本情報（設立時期、職員数、利用者数、居室の状
況、建物形態等）、小規模グループケアの状況、入院・外泊の
状況、自活訓練や地域移行支援等の状況、重度障害児等の
受け入れ状況、強度行動障害児の受け入れ状況 等 

※調査５では児童発達支援・放課後等デイサービスの事業所、障害児入所施設も調査対象としたが、調査項目はそれぞれ調査対象の重なる調査６、
調査７に組み込んで実施したため、調査５の実際の調査における対象は共同生活援助事業所のみとなっている。 
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(3) 調査方法および調査時期 

調査方法：調査対象となる事業所に、郵送により調査票を送付、郵送またはオンラインで回収 

調査時期：令和５年７月～９月 

 

(4) 回収状況 

調査名 送付数 休廃止等 客体数 回収数 回収率 有効回答数 有効回答率 

調査１ 

補足給付又は医療
型個別減免の経過
措置に関する実態
調査 

自治体調査 1,788   1,019 57.0% 1,019 57.0% 

利用者調査 ※2,573   1,073 41.7% 997 38.7% 

調査 2 
障害福祉現場における医療機関と
の感染対策の連携の実態に関する
調査 

1,000 3 997 663 66.5% 658 66.0% 

調査 3 就労系障害福祉サービスの実態に
関する調査 2,000 5 1,995 1,027 51.5% 1,020 51.1% 

調査４ 虐待防止対策及び身体拘束廃止
の取組実施状況に関する調査 3,000 5 2,995 1,563 52.2% 1,558 52.0% 

調査 5 強度行動障害に対する支援の取組
実施状況に関する調査 1,000 3 997 523 52.5% 519 52.1% 

調査 6 障害児通所支援事業所の実態に
関する調査 2,500 9 2,491 1,365 54.8% 1,352 54.3% 

調査７ 障害児入所施設の各種加算の取
得、実施状況に関する調査 332 0 332 229 69.0% 229 69.0% 

※調査１の利用者調査については対象者の抽出及び送付を自治体に依頼しており、送付数は自治体からの報告に基づく推定値である。 

 

(5) 報告書の見方 

・図表中の数値については、割合を表す数値はすべて％であり、単位の表示は省略している。合計、平均等

の数量を表す数値は、図表中に適宜単位がわかるように記載しており、数値に直接単位表示はしていない。 

・割合を表す数値については、四捨五入により小数点以下第１位までの表示としており、見かけの合計値が

100％にならない場合がある。 

・集計に用いた標本数は図表中に「n=」と表示している。 

・集計にあたっては、選択肢の回答については、無回答分は「無回答」カテゴリーに区分して集計を行って

いる。したがって、集計に用いた標本数は全標本数である。数値の回答については、無回答分は除いて平

均値等の算出を行っている。したがって、集計に用いた標本数が全標本数に一致しない場合がある。 

・図表中、帯グラフについては、煩雑になることを避けるために、基本的に３％未満の数値の表示を省略し

ている。（項目の趣旨により表示が必要な場合については、３％未満の数値も表示している場合がある。） 

・集計結果に関するコメントについては、クロス集計結果等に言及する場合はその旨を記載している。特に

言及なくコメントをしているものは、全体の集計結果に関するコメントである。 

  


